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１．編集方針 

 

 「環境報告書２０１５」は、独立行政法人水産大学校における第１０回目

の環境報告書として、平成２６年度の活動を中心に報告します。 

 

（１）報告対象期間 

   平成２６年４月～平成２７年３月。ただし内容によって平成２７年４月

以降のもの、及び平成２６年３月以前のものを含めています。 

 

（２）参考にしたガイドライン等 

   環境配慮促進法〔注〕の記載要求事項に準じて、自主的な記載項目を設

定して作成しています。 

 

（３）次回発行予定 

   平成２８年９月発行予定 

 

（４）作成部署、連絡先 

   独立行政法人 水産大学校 総務部 

   〒７５９―６５９５ 山口県下関市永田本町２－７－１ 

   ＴＥＬ：０８３－２８６－５１１２ 

   ＦＡＸ：０８３－２８６－２２９２ 

   ホームページ http://www.fish-u.ac.jp/ 

 ※本報告書に関するご意見・ご質問は上記までお願いいたします。 

  

 〔注〕環境配慮促進法＝環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境

に配慮した事業活動の促進に関する法律
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２．ご挨拶 

  本校は、農林水産省を主務省とした、我が国で唯一の「水産」という名を

冠した専門の高等教育機関です。創立以来７０年余の歴史を持っており、こ

れまで国内外の水産業及びその関連分野の第一線で活躍する多くの優秀な卒

業生を送り出し、我が国水産業の発展に貢献してきました。 

 平成１３年より「独立行政法人」となり、「独立行政法人水産大学校法」

により明確化された設置目的である“水産業を担う人材の育成”を達成する

ため、全教職員が一丸となって、教育及び研究の充実・高度化に取り組んで

参りました。 

 平成２３年度からスタートした第３期中期計画（２３～２７年度）では、

これまで以上に教育への重点化を図り、①現下の水産業の課題、水産施策を

理解し、関連政策の普及浸透を担いうる知識と技術を備えるための教育、②

実習等の実施教育と座学を組み合わせた実学教育、③生産から消費まで有機

的に関連する水産業の総合的な教育、④社会の中で多様な人々とともに仕事

を行う上で必要な社会人としての基礎力を高める教育等を推進しています。 

 いま、水産業界は漁業資源の減少や消費者の魚離れなど、難しい課題を抱

えていると言われています。しかし、水産業が我が国の重要産業であること

に変わりはなく、成熟期を迎えた我が国において、国民への良質な食料の供

給のみならず、地域社会に根ざした水産業の位置づけはさらに高まるものと

予想されます。 

 さて、平成２５年１２月の閣議決定において「人材育成を担う水産大学校

と、研究開発を行う水産総合研究センターとを統合する」ことが示され、新

たな法人設立に向けた準備が始められております。この新法人においても下

関の地で「水産大学校」として水産人の育成を図ることが明記され、水産教

育の拠点として維持されます。また、資源調査や栽培漁業等を担う全国９つ

の研究所を合わせ持つ研究開発法人となることから、学生たちの学びの場が

格段に強化されることが期待されます。全国から集まる入学者を再び全国津

々浦々の水産現場に送り出すという機能をより一層発揮して、我が国と世界

の水産界の発展に寄与出来るよう努力を傾注してまいる所存です。 

 

今年度の報告書では、本校内での先行的な環境活動の事例を中心に取り組

みを紹介させていただくとともに、前回報告した内容については最新の内容

に改訂いたしました。 

 本報告書を通じ、本校の活動内容や環境との関わり等についてご理解いた

だきますとともに、今後、より良い環境報告書とするため、皆様からのご意

見をお寄せいただければ幸いです。 

独立行政法人水産大学校 

 理事長 鷲 尾  圭 司
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３．環境配慮の方針  

  水産大学校は、水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うことによ

り、水産業を担う人材の育成を図る独立行政法人です。 

  この事業を進めるにあたっては、学生に対する環境教育を推進するととも

に、全ての事業活動にわたって環境への配慮を常に心がけ、以下を環境配慮

の方針とします。 

 

（１）環境保全に係る法令等の遵守 

   「国連海洋法条約」「生物多様性条約」等の国際的な法規範を遵守し、

「環境基本法」「循環型社会形成推進基本法」「環境配慮促進法」等の関

係法令を遵守して事業を推進します。 

 

（２）環境教育の推進 

水産業の持続的な発展のためには、海、河川、湖沼等の環境を保全・修

復するとともに、地球温暖化等の環境変化の状況を知って適切な対応をと

ることが不可欠です。水産大学校では、これからの水産業を担う人材を育

成するため、授業及び研究の場はもとより実験実習等での環境への実践教

育を推進します。 

 

（３）事業活動における環境負荷の低減 

   事業活動では、省エネルギーの推進や温室効果ガス排出削減、廃棄物の

抑制等に努め環境への負荷を低減します。 

 

（４）適正な管理体制の構築 

   化学物質や危険物等の適正な使用及び管理を徹底するために、環境、安

全、衛生に関する指針等を策定し、また、管理者の明確化や職員等への啓

発活動により管理体制の構築を行います。 

 

（５）社会活動への参加 

   下関市「地球温暖化対策地域協議会」への加盟や山口県「ＣＯ２削減県民

運動」で、ノーマイカーデーやエコドライブ等の活動に参加します。
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４．独立行政法人水産大学校の沿革と役割 

 

（１）沿革 

  昭和１６年 ４ 月 朝鮮総督府釜山高等水産学校設立 

  昭和１９年 ４ 月 釜山水産専門学校と改称 

  昭和２０年 ８ 月 終戦に伴い釜山水産専門学校は解散 

  昭和２０年１２月 農林省は釜山水産専門学校引き揚げ学生の水産講習所

への転入学を許可 

  昭和２１年 ５ 月 水産講習所下関分所を開設し、漁業、製造及び養殖の

３科を設置 

  昭和２２年 ４ 月 水産講習所は第一水産講習所と改称、下関分所は第二

水産講習所となり漁業、製造、機関及び増殖の４科を

設置 

  昭和２５年 ８ 月 教養学科を設置 

  昭和２７年 ４ 月 第二水産講習所を水産講習所と改称（昭和２５年４月 

第一水産講習所は東京水産大学（現 国立大学法人 

東京海洋大学）として文部省に移管） 

  昭和３８年 １ 月 水産講習所を水産大学校と改称 

  平成 ４ 年 ３ 月 学位授与機構より本校卒業生には学士（水産学）の学

位が授与される 

  平成 ６ 年 ４ 月 水産学研究科（大学院修士課程相当）を開設 

  平成 ９ 年 ４ 月 学科改組により学科名及び教室・講座名を改称 

  平成１３年 ４ 月 独立行政法人水産大学校と改称 

  平成１７年 ４ 月 一部学科名（食品化学科を食品科学科）及び講座名を

改称   

平成２０年 ４ 月 一部学科名（水産情報経営学科を水産流通経営学科）

及び講座名を改称 

平成２１年 ４ 月 JABEE（一般財団法人 日本技術者教育認定機構）よ

り本校の教育プログラムが日本技術者教育認定基準

に適合していると認定される 

  平成２２年 ４ 月 講座再編により講座名を改称 

 

（２）役割 

   独立行政法人水産大学校は、「水産に貢献する人材育成」のため、 

  ① 水産の技術や経営、政策等に関する幅広い見識と技術を身に付けた人

材
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   ② 農林水産省の下に設置された高等教育機関として、政策課題に対応し、

実学に立脚した人材 

   ③ 社会人基礎力を身に付け創造性豊かで水産現場での問題解決能力を備

えた人材 

     以上を備えた人材を育成し、水産業やその他の分野に供給し、社会への

貢献を図っています。 

 

 

５．独立行政法人水産大学校の教育概要と事業収支 

 

（１）教育概要 

    独立行政法人水産大学校では、水産に関連する分野を担う有為な人材を

供給するため、本科（４年）並びにその教育に立脚した専攻科（１年）及

び水産学研究科（２年）において、広く全国から意欲ある学生を確保する

ことに努め、水産に関する幅広い見識と技術を身に付けさせ、創造性豊か

で水産現場での問題解決能力を備えた人材の育成を行っています。 

 

① 本科 

    本科では、水産全般に関する基本的な知識の上に各学科の専門分野の教

育・研究を体系的に行い、水産の専門家として活躍できる人材を育成しま

す。 

   卒業者には、独立行政法人大学評価・学位授与機構から、学士（水産学）

の学位が授与されます。 

   また、本科を卒業し JABEE 認定プログラムを修了した者は、技術士第一

次試験が免除されます。 

 

・水産流通経営学科 

   水産流通経営学科では、社会科学的なアプローチによって水産業（漁業、

水産流通業、水産加工業など）の経営分野と水産物流分野について、現場

に根ざした実践的な教育と研究を行っています。 

   水産物の生産・流通・消費の過程とその背景となっている経済的・社会

的な状況を把握し分析できる知識と技術を広く習得できます。そのうえで、

水産行政（公務員）、水産団体、漁業及び水産加工流通会社、水産関連企
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業などでリーダーとして、グローバルかつ地域に根ざした視点で企業や地

域（行政）をデザイン・マネジメントできる能力を持った人材の育成を目

指しています。 

・海洋生産管理学科 

    海洋生産管理学科では、水産資源―海洋環境―生物管理に関わる分野を

科学的手法によって解明し、船舶の最新技術をもって水産資源を持続的、

計画的に利用するとともに、２１世紀における新しい水産業を展開するた

めに必要な基礎的な学理をはじめ、幅広い理論や応用技術に関する教育、

研究を行っています。 

   本学科卒業後、連接する専攻科船舶運航課程に進学すると、水産および

海洋に関する幅広い知識と高度な技術を兼ね備え、国際航海に従事する船

舶の船長や航海士になるための海技免状を取得することができます。 

 

・海洋機械工学科 

   海洋機械工学科では、物理を中心に生物や化学も取り入れた海洋・水産

技術と機械工学との融合を図り、新たな技術分野を切り拓くための教育・

研究を行っています。水産関連業界に生産性の向上をもたらす機器の設計

・開発、水産資源を持続的に利用するための海洋環境の保全などに関わる

知識と技術を幅広く修得し、海洋、船舶、水産食品などに関連する機械分

野で中心的な役割を担い、活躍ができる人材を育成します。 

   本学科卒業後、連接する専攻科舶用機関課程に進学すると、舶用機械と

水産に関する幅広い知識と高度な技術を習得でき、国際航海に従事する船

舶の機関長や機関士になるための海技免状を取得することができます。 

 

・食品科学科 

    食品科学科では、水産物の健康増進機能や、水産食品に由来する危害、

さらには水産物の高度利用技術についての教育・研究を行っています。水

産加工技術、保存技術、水産物の成分化学の基礎、食品の安全・衛生に関

する知識、食と健康に関する知識、環境に関する知識などを習得し、安全

で機能性に優れた水産食品の開発・供給の分野を中心に活躍できる人材を

育成します。
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・生物生産学科 

    生物生産学科では、自然環境との調和を図りつつ水産資源を持続的に利

用する方法、および水産動植物の増養殖に必要な基礎学理から最新の応用

技術までの総合的な教育・研究を行っています。卒業時には官公庁や水産

現場などで指導的役割を担い、高い問題解決力を有する人材となるよう力

を入れています。また、増養殖業など、つくり育てる漁業を支える後継者

の育成にも努力をしています。 

 

② 専攻科 

     本校の海洋生産管理学科または海洋機械工学科で、海技士となるために

必要な学科目を履修し卒業した者、またはこれと同等以上の学力技能があ

ると認められた者を対象として、修業年限 1 年の船舶運航課程ならびに舶

用機関課程の専攻科を設置しています。 

   練習船による乗船実習や講義を通して、新時代の水産界を担う漁業生産

技術者・船舶運航ならびに舶用機関・水産関連技術者としての基礎を培い

ます。 

   専攻科を修了し、要件を満たした者は専攻の分野により三級海技士（航

海）あるいは内燃機関三級海技士（機関）の資格取得の際、筆記試験が免

除されます。また、第一級海上特殊無線技士の免許が与えられます。さら

に、船舶運航課程修了者には、小型船舶操縦士免許（一級および特殊級）

が与えられます。 

 

③ 水産学研究科 

  本科または大学で身に付けた水産に関する専門知識と技術を基盤にし

て、より広い視野からの専門性の高い知識と研究手法に関する教育・研究

を行っています。水産業・水産行政・調査研究等で求められる現場での問

題解決、水産施設、研究等の企画、遂行、取りまとめ等に係る高度な能力

を持つ人材の育成を目標としています。 

   修了者には、独立行政法人大学評価・学位授与機構の論文審査を経て、

修士（水産学）の学位が授与されます。 

   水産学研究科には、水産技術管理学専攻と水産資源管理利用学専攻の２

大専攻があり、それぞれの専攻には、さらに２つの専攻分野があります。
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（２）事業収支概要 

 平成２６年度の収入における運営費交付金等の額及び支出における人件

費、業務費等の額は、次のとおりです。 

 

平成２６年度収入（決算） 

区 分 金額（千円） 

運営費交付金 1,760,114 

政府補助金等収入   17,500 

施設整備費補助金 177,617 

受託収入 77,427 

諸収入 539,958 

  授業料収入 433,952 

  その他収入 106,006 

前年度よりの繰越金 143,512 

    人件費分 114,377 

業務経費分 17,374 

  一般管理費分 11,761 

計 2,716,127 

  

平成２６年度支出（決算） 

区 分 金額（千円） 

業務経費 519,413 

教育研究業務費 127,198 

  練習船業務費 320,559 

  学生部業務費 51,798 

  企画情報部業務費 19,858 

政府補助金等事業費 17,500 

施設整備費 177,617 

受託経費 77,427 

一般管理費受託経費 194,417 

人件費 1,556,627 

計 2,543,001 
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６．独立行政法人水産大学校の組織と役職員数 

 

 

（１）組織図 

 

 

 

 

（２）常勤役職員数（平成２７年４月） 
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７．水産大学校の最近の環境保全・改善に関連した主な研究成果 

 

 

 

 

 

研究の目的 

 気候変動などに伴う海洋環境の変動がどのように水産資源に影響を与えてい

るかを解明するため、高度回遊性魚類であるマグロ類や底魚などの漁業情報、

水中音響技術などを応用した多面的な魚群行動に関する基礎的知見の分析、さ

らに水産資源変動の出口としての海洋環境変動と水産資源変動の解析を行う。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 水産源変動情報に係わる魚群行動を含めた基礎的知見や海洋環境変動が水産

資源に及ぼす影響に関する研究、カタクチイワシなどの浮魚類およびキダイ、

アカムツやカレイ類などの底魚類を対象魚種とした研究、暖水性魚種における

水温と再生産成功率の関係(Fig.1)、クサフグの成長過程に関する研究、アカイ

カ稚魚の分布調査、日本海の海洋環境モニタリングなどを通じて、海洋環境変

動と水産資源変動の関係を明らかにする。 

 

Fig.1 Relationship between sea water temperature and rate of recruitment 

success of yellow sea bream Dentex tumifrons 

RR = -3.36+0.130θ
R = 0.49  p<0.05
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（１）水産資源の変動と海洋環境変動の統合的解析             

－底魚資源の変動と水温の関係－ 
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研究の目的 

 「環境に配慮した水産技術の高度化」を掲げて、高耐久化、軽量化、環境負

荷軽減、低コスト化のバランスがとれた低環境負荷な漁業・水産システムの発

展に貢献します。特に、新素材の水産関連機器への導入や水産関連廃棄物の資

源化を目指した基礎研究を推進しています。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 水産・食品加工現場で多用されている耐食材料であるステンレス鋼の材料劣

化挙動に関する研究、水圏環境保全に寄与する高靭性耐摩耗性アルミ合金の創

製に関する研究、非平衡溶融合金を用いた鋳造組織制御の研究、水産関連廃棄

物の更なる資源化を促進するために牡蠣殻（炭酸カルシウムとして炭酸ガスを

固定している）から安価に有用な材料を創製する研究を実施しています。 

オーステナイト型ステンレス鋼に内包される格子欠陥同士の相互作用につい

てナノレベルで観察することによって、応力腐食割れなどの材料劣化挙動の解

明に寄与すると見られる知見を得ています。Materials Letters, 122, pp. 301-305 (2014).  

高靭性耐摩耗性アルミ合金を開発するために、処理温度と時間を細かく制御

した新たな製造プロセス（非平衡溶湯鋳造法）を提案しています。試作材料に

は、衝撃破壊靭性の向上が認められ（図 1）、耐摩耗組織の存在が確認されてい

ます。日本機械学会九州支部第 68 期総会・講演会講演概要集 pp. 101-102 (2015). 

また、廃棄牡蠣殻を建築材料、鋳型材料、生体材料へ利活用するために、牡

蠣殻粉末を主成分とした材料を試作し（図 2）、ヤング率や衝撃破壊靭性を調べ

たところ、既存の壁材とほぼ同等の値であるという結果が得られました。日本機

械学会九州支部第 68 期総会・講演会講演概要集 pp. 99-100 (2015). 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境に配慮した高性能水産関連機器開発に関する研究               

図 2 牡蠣殻粉末と結合剤を加圧成形して作製

した材料 

靭 性 向

上 靭 性 向

上 

図 1 非平衡溶融合金の鋳造前保持温度と保持

時間が材料の靭性に及ぼす影響 

20 mm 
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研究の目的 

 日本海や対馬海峡等の東アジア縁辺海と日本沿岸海域等の漁場環境を把握す

るための観測的研究を進めています。特に、漁場と海洋環境の関係を明らかに

するために、対馬暖流が流れる日本海南西海域で動植物プランクトン分布調査

を行い、海洋環境と漁場形成について研究しています。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 練習船「天鷹丸」を用いて、対馬海峡・日本海において、物理・生物・化学

課程に関する海洋観測を行っています（写真 1，2）。これらの観測結果と東シ

ナ海を含む過去の蓄積データから、日本海南西海域の対馬暖流の流路と当海域

の動植物プランクトン分布、対馬暖流の流量、対馬暖流と水位差の関係、東シ

ナ海の潮流等の研究を行い、この海域における漁場と海洋環境の関係の解明に

貢献することが期待されます。 

 

 

写真 1. ノルパックネットによる動物プランクトン  写真 2.GPS 漂流ブイによる表層流観測。 

調査。

（３）東アジア縁辺海及び日本周辺海域における海洋環境と漁場形成               

－練習船による海洋環境調査－ 
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研究の目的 

 水産資源の回復および増養殖対策に資することを目的として、淡水カジカ科

魚類やサケ科魚類等の有用魚類の成長、成熟、繁殖、仔稚魚の発育、回遊等の

増殖に係る特性に関する研究を行っています。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 北陸地方を中心に地域特産物として淡水カジカ科魚類のカジカ中卵型と大卵

型の増殖対策が望まれています。また中国では、漢詩に詠われるほど美味なヤ

マノカミ（松江鱸魚）の増殖対策も積極的に行われています。ヤマノカミは降

河回遊型、カジカ中卵型は両側回遊型、カジカ大卵型は河川型の生活環をもち

それぞれ生息場所が異なります。これらの飼育水温が摂餌と成長に及ぼす影響

を調べた結果、降河回遊型は、両側回遊型および河川型の種より適水温が高い

ことが明らかになりました。この他にもダム湖を有する河川で自然繁殖し、在

来種のアマゴを駆逐したニジマスの生態解明も行っています。これらの研究を

通じて、水産資源の増養殖と管理に貢献できると考えています。 

 

 
飼育水温が淡水カジカ科魚類 3 種の成長に及ぼす影響． 

 

 
エレクトリック・フィッシャーを用いた採集方法（写真上）とダ

ム湖で成長した雌（全長 51 ㎝，5 歳魚，写真下）． 

（４）増養殖管理を目的とした魚類の生態解明に関する研究               

－ 有用淡水魚類の生態の解明 － 
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８．環境配慮への取り組み 

                                   

（１）環境、安全衛生に関する委員会等の設置 

 

 環境及び安全衛生に関する委員会等を設置するとともに、各種の規程の整備

及びそれぞれの規程に基づく管理者・責任者・推進者等を任命し、管理体制を

構築しています。   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境、安全衛生に関する資格取得者 

 

   環境及び安全衛生管理のため、関連する資格の取得を促進しています。 

   平成２５年度末における資格取得者は、次のとおりです。 

   

資 格 名 称 取得者数 

第１種衛生管理者 ３人 

船舶衛生管理者 ２人 

 

 

（３）グリーン購入への取り組み                               

 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成１２年法律第１０

０号）に基づき、環境物品の購入を積極的に進めています。 

  

 

設置されている主な委員会等 関連する法人内の規程等 

安全衛生委員会 安全衛生管理規程 

船員安全衛生委員会 船員安全衛生管理規程 

グリーン調達推進委員会 環境物品等の調達の推進を図るための方針 

防火管理委員会 防火管理規程 

組換えＤＮＡ実験安全委員会 組換えＤＮＡ実験安全管理規程 

病原微生物実験安全委員会 病原微生物実験安全管理規程 

交通安全指導委員会 構内交通規則 

温室効果ガス排出抑制実施計画推進本部 温室効果ガス排出抑制実施計画 
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平成２６年度特定調達実績  

    

特定調達分野 総調達量 特定調達物品等の調達量 調達率 

紙類 １３，９５７㎏     １３，９５７㎏ 100% 

文具類等 ２２，４２９個     ２２，４２９個 100% 

オフィス家具等    １４１台        １４１台 100% 

ＯＡ機器等  ４，９２３台      ４，９２３台 100% 

家電製品     １０台         １０台 100% 

ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 ４台 ４台 100% 

温水器等 ０台 ０台 － 

照明    １８２個        １８２個 100% 

自動車等     ０台      ０台 － 

制服・作業服    １７８点      １７８点 100% 

カーテン他 ６枚 ６枚 100% 

作業手袋 ７８９組 ７８９組 100% 

その他の繊維製品    ４６枚        ４６枚 100% 

災害備蓄用品（発電機） ２台 ２台 100% 

 

 

（４）社会貢献としての環境活動                               

   本校では、特色のある教育研究の成果を活かし、一般の方々や水産関係者を

対象として、以下のような活動を積極的に行っています。 

   また、産学官連携による受託研究、研究の成果を用いた技術指導など、様々

な形で社会への貢献を行っています。 

    

○ 公開講座 

平成２６年度テーマ：「中国と日本の水産－水産大学校・上海海洋大学 学

術交流会－」 

平成２５年度テーマ：「漁村へ行こう！－６次産業化の新たな方向性－」 

平成２４年度テーマ：「かまぼこ－原料の採って置きの話－」 

平成２３年度テーマ：「漁業維新－山口発 新しい漁業への取組－」 

平成２２年度テーマ：「魚醤―魅惑の水産発酵食品―」 

平成２１年度テーマ：「エコ技術を水産業へ―車の次は漁船もエコ！―」 
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平成２０年度テーマ：「だれが獲る？明日のさかな－燃油高騰や食の不安が

広がる中で－」 

   平成１９年度テーマ： 「知らなかった！マグロの資源と消費の現状（いま）」  

平成１８年度テーマ：「大型クラゲの大量出現 その対策に挑む」 

 

○オープンラボ 

    市立しものせき水族館（海響館）１階の常設オープンスペースで、本校教

員によるオープンラボを実施しています。海藻おしばアート、バフンウニの

発生実験など海の生きものに関する展示、実演などを周年に渡り２０テーマ

程度実施しています。年間を通じ８，０００人（２６年度実績）の入場者が

ありました。 

 

○水産関係者への研修等 

    本校では、教育機関や水産団体等からの要請に応じ、生徒や水産関係者へ

の研修を実施しています。また、産業・理科教育教員派遣研修の一環として、

水産高校の産業教育・理科教育担当教員の研修を受け入れているほか、漁業

者対象の講習会などの講師として、全国各地に教員を派遣しています。 

 

     

（５）太陽光発電システムの導入 

   講義棟周辺、舶用機械総合実験棟及び多目的学生教育棟では、太陽光発電

システムを導入設備し、環境に配慮した建物として、授業・実習・研究・課

外活動等で消費される電気の一部を自然エネルギーから供給しています。こ

れらの太陽光発電システムを活用することにより、教育等の活動における温

室効果ガスの排出削減に努めています。 

また、システムの稼働やエネルギー消費の状況を学内へ情報発信すること

で、教職員及び学生の環境問題意識への啓発を促し、温室効果ガス削減など

の環境保全に取り組んでいます。 

 

（６）ノーマイカーデーへの取り組み 

   日常生活からの温室効果ガス排出量削減を目的に、平成２０年６月１日に 

  設置された「下関市地球温暖化対策地域協議会」に参画し、同協議会が毎月

第３金曜日に実施している「下関市ノーマイカーデー」の取り組みに積極的

に参加しています。 
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（７）省エネルギー推進チームの設置 

   「エネルギーの使用の合理化に関する法律」の趣旨を踏まえ、学内に省エ

ネルギー推進チームを設置し、地球温暖化の防止、エネルギー資源の有効活

用及びエネルギー関係経費の節減を目的とし、省エネルギーの推進について

全学的に取り組んでいます。 

 

（８）主要エネルギー・物質等の使用量及び排出量 

 平成２６度における、水産大学校における電気・ガス等エネルギー、上水・

用水及び主な資源・物質等の投入量・使用量及び排出量は以下のとおりです。 

   

  物質等区分 単位 平成２４年度 平成２５年度 補足説明 

  電力 ｋＷｈ 3,231,248 3,160,530.   

投 上水道 ㎥ 53,737 54,582   

入 プロパンガス ㎥ 1,795 3,905   

・ ガソリン ℓ 3,186 3,172   

使 軽油 ℓ 9,950 8,157   

用 灯油 ℓ 21,598 66,348   

量 重油（主に船舶用燃料） ℓ 1,462,508 1,268,660   

  用紙 ｔ 19.8 12.5   

  汚泥 ㎥ 28.0 32.0   

排
出
量 

廃油 ℓ 0 257.3   

廃酸・廃アルカリ ℓ 0 33.7   

金属くず ｔ 2.8 2.6   

木くず ｔ 1.6 1.5   

紙くず ｔ 66.3 61.1   

廃プラスチック ｔ 1.7 1.6   

  ｶﾞﾗｽ・磁器くず ｔ 2.5 2.3   

 

（９）温室効果ガス排出抑制への取り組み 

   水産大学校では、地球温暖化の抑制に貢献するため、温室効果ガス排出抑制

実施計画を策定しています。 

   この計画は、平成２２年度に「温室効果ガス排出量を平成１６年度比で平成

２４年度までの期間に８％以上削減」することを目標として進められ、平成２

４年度の目標年度において目標を達成し終了しました。しかし、新たな地球温
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年度 

ＣO２排出量推移 
排出年 排出量（ｔ／年）

Ｈ１６ 6,497

Ｈ１７ 5,986

Ｈ１８ 5,812

Ｈ１９ 7,015

Ｈ２０ 5,924

Ｈ２１ 6,230

Ｈ２２ 5,773

Ｈ２３ 5,939

Ｈ２４ 5,316

H２５ 5,855

H２６ 5,410

H２７

目標 5,848

暖化対策計画の策定までの間においても、京都議定書目標達成計画に掲げられ 

たものと同等以上の取組を求められたことから、平成２５年度において、計画

を新たに策定し、「温室効果ガス排出量を平成１６年度比で平成２７年度まで

の期間に１０％以上削減」することを目標として進めることとし、従来どおり、

毎年度、本校の温室効果ガス排出量を公表するとともに、種々の取り組みによ

り、引き続き事務事業に伴う温室効果ガス排出量の削減に努めることとしまし

た。 

   平成２５年度の実績では、新たな目標値である１０％に対し、平成１６年度

比の目標値と同じ１０％の削減となりましたが、平成２６年度の実績では、１

６．７％の削減となりました。一部のエネルギーで前年増減もありましたが、

前年に比べ、船舶運航の差異にともなう燃料消費減、電力消費の節減、空調設

備の改修に伴い重油から灯油に燃料を変更などにより、前年度を上回る削減量

を確保できました。 

今後も、引き続き温室効果ガスの排出抑制に努めます。 

 

 

温室効果ガス排出抑制対策期間の排出量（ｔ／年間） 

 


